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議案第９号 

一般職の職員の給与等に関する条例及び君津市任期付職員の採用等に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

 一般職の職員の給与等に関する条例及び君津市任期付職員の採用等に関する条例の一部

を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

平成２８年２月２２日提出 

                           君津市長 鈴 木 洋 

提案理由 

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成２６年法律第３４号）

による地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部改正に伴い、新たに等級別基準

職務表を定めるとともに、所要の規定の整理を行うため、一般職の職員の給与等に関する

条例（昭和４５年君津市条例第２１号）及び君津市任期付職員の採用等に関する条例（平

成２１年君津市条例第２号）の一部を改正しようとするものである。 
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君津市条例第  号 

一般職の職員の給与等に関する条例及び君津市任期付職員の採用等に関する条例の

一部を改正する条例 

（一般職の職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第１条 一般職の職員の給与等に関する条例（昭和４５年君津市条例第２１号）の一部を

次のように改正する。 

  第１条の見出し中「この条例の」を削り、同条中「第２４条第６項」を「第２４条第 

 ５項」に改める。 

第４条第３項中「基礎となるべき標準的な職務の内容は、任命権者が定める」を「基

準となる職務は、別表第３に掲げるとおりとし、同表に掲げる職務とその複雑、困難及

び責任の度が同程度の職務で規則で定めるものは、それぞれの職務の級に分類されるも

のとする」に改め、同条第５項中「規則で定める基準に従い」を「第３項の規定に基づ

く分類の基準に従い任命権者が」に改める。 

第７条第３項中第７号を削り、第８号を第７号とし、第９号を第８号とする。 

  第１１条の２第１項第１号中「君津市職員住宅管理規則（昭和４５年君津市規則第 

 ２１号）第１２条の規定により有料宿舎を貸与され使用料を支払っている職員その他」

を削る。 

  第１２条第２項第２号中「別表第３」を「別表第４」に改める。 

  第２１条の３第２項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１４条又は

第４５条」を「行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１８条第１項本文」に改

める。 

  第２２条の２から第２２条の４までの規定中「別表第４」を「別表第５」に改める。 

  別表第４を別表第５とし、別表第３を別表第４とし、別表第２の次に次の１表を加え 

 る。
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別表第３（第４条第３項） 

１ 行政職給料表級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 定型的な業務を行う主事又は技師の職務 

２級 高度の知識又は経験を必要とする主事又は技師の職務 

３級 主任の職務 

４級 副主査の職務 

５級 係長の職務 

６級 副課長の職務 

７級 １ 次長の職務 

２ 課長の職務 

８級 部長の職務 

２ 医療職給料表級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 医師の職務 

２級 高度の知識及び経験に基づき医療業務を行う医師の職務 

３級 診療所の所長の職務 

（君津市任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 君津市任期付職員の採用等に関する条例（平成２１年君津市条例第２号）の一部

を次のように改正する。 

  第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

  第７条第２項を次のように改める。 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、その者の専門的な知識経験又は識見の度並

びにその者が従事する業務の困難及び重要の度に応じて、次に定めるところにより決

定する。 

(1) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して業務に従事する場

合 １号給 

(2) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して困難な業務に従事

する場合 ２号給 

(3) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業務に

従事する場合 ３号給 

(4) 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業

務に従事する場合 ４号給 

(5) 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業
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務で重要なものに従事する場合 ５号給 

(6) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がその知識経験等を活

用して特に困難な業務で重要なものに従事する場合 ６号給 

(7) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がその知識経験等を活

用して特に困難な業務で特に重要なものに従事する場合 ７号給 

附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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一般職の職員の給与等に関する条例及び君津市任期付職員の採用等に関する条例新旧対照表（議案第９号） 

改正案 現 行 

第１条による改正 一般職の職員の給与等に関する条例  

（     趣旨） （この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以

下「法」という。）第２４条第５項の規定に基づき、一般職の職員

（以下「職員」という。）の給与について必要な事項を定めるもの

とする。 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以

下「法」という。）第２４条第６項の規定に基づき、一般職の職員

（以下「職員」という。）の給与について必要な事項を定めるもの

とする。 

（給料表） （給料表） 

第４条 省略 第４条 省略 

２ 省略 ２ 省略 

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づきこれを給料

表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基準となる職

務は、別表第３に掲げるとおりとし、同表に掲げる職務とその複雑、

困難及び責任の度が同程度の職務で規則で定めるものは、それぞれ

の職務の級に分類されるものとする。 

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づきこれを給料

表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基礎となるべ

き標準的な職務の内容は、任命権者が定める          

                              

                。 

４ 省略 ４ 省略 

５ 職員の職務の級は、前項の職員の職務の級ごとの定数の範囲内で、

かつ、第３項の規定に基づく分類の基準に従い任命権者が決定する。 

５ 職員の職務の級は、前項の職員の職務の級ごとの定数の範囲内で、

かつ、規則で定める基準に従い            決定する。 

６～８ 省略 ６～８ 省略 

（給料等の支給） （給料等の支給） 

第７条 省略 第７条 省略 

２ 省略 ２ 省略 

３ 宿舎、食事、制服その他生活に必要な施設等の全部若しくは一部

が職員に支給される場合におけるその相当額又は次に掲げるもので

３ 宿舎、食事、制服その他生活に必要な施設等の全部若しくは一部

が職員に支給される場合におけるその相当額又は次に掲げるもので
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職員の職員団体若しくは労働組合との間で協定したものは、当該職

員の給与から控除することができる。 

職員の職員団体若しくは労働組合との間で協定したものは、当該職

員の給与から控除することができる。 

(1) ～(6) 省略 (1) ～(6) 省略 

 (7) 君津市職員住宅の貸付料 

(7) 省略 (8) 省略 

(8) 省略 (9) 省略 

（住居手当） （住居手当） 

第１１条の２ 住居手当は、次のいずれかに該当する職員に支給する。 第１１条の２ 住居手当は、次のいずれかに該当する職員に支給する。 

(1) 自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。）を

借り受け、月額１２，０００円を超える家賃（使用料を含む。以

下同じ。）を支払っている職員（              

                             

                   規則で定める職員を除

く。） 

(1) 自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。）を

借り受け、月額１２，０００円を超える家賃（使用料を含む。以

下同じ。）を支払っている職員（君津市職員住宅管理規則（昭和

４５年君津市規則第２１号）第１２条の規定により有料宿舎を貸

与され使用料を支払っている職員その他規則で定める職員を除

く。） 

(2) 省略 (2) 省略 

２～３ 省略 ２～３ 省略 

(通勤手当) (通勤手当) 

第１２条 省略 第１２条 省略 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、第１号及

び第３号に掲げる職員にあっては月の１日からその月以後の月の末

日までの期間として規則で定める期間（以下「支給対象期間」とい

う。）、第２号に掲げる職員にあっては月の１日から末日までの期

間につき、当該各号に掲げる額とする。 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、第１号及

び第３号に掲げる職員にあっては月の１日からその月以後の月の末

日までの期間として規則で定める期間（以下「支給対象期間」とい

う。）、第２号に掲げる職員にあっては月の１日から末日までの期

間につき、当該各号に掲げる額とする。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 前項第２号に掲げる職員 別表第４に掲げる額（短時間勤務職 (2) 前項第２号に掲げる職員 別表第３に掲げる額（短時間勤務職
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員のうち、１箇月当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員

にあっては、その額から、その額に規則で定める割合を乗じて得

た額を減じた額） 

員のうち、１箇月当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員

にあっては、その額から、その額に規則で定める割合を乗じて得

た額を減じた額） 

(3) 省略 (3) 省略 

３～５ 省略 ３～５ 省略 

 （期末手当）  （期末手当） 

第２１条 省略 第２１条 省略 

第２１条の２ 省略 第２１条の２ 省略 

第２１条の３ 省略 第２１条の３ 省略 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下「一

時差止処分」という。）を受けた者は、行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号）第１８条第１項本文  に規定する期間が経過し

た後においては、当該一時差止処分後の事情の変化を理由に、当該

一時差止処分をした者に対し、その取消しを申し立てることができ

る。 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下「一

時差止処分」という。）を受けた者は、行政不服審査法（昭和３７

年法律第１６０号）第１４条又は第４５条に規定する期間が経過し

た後においては、当該一時差止処分後の事情の変化を理由に、当該

一時差止処分をした者に対し、その取消しを申し立てることができ

る。 

３～６ 省略 ３～６ 省略 

（災害派遣手当） （災害派遣手当） 

第２２条の２ 省略 第２２条の２ 省略 

２ 災害派遣手当の額は、別表第５に掲げる額とする。 ２ 災害派遣手当の額は、別表第４に掲げる額とする。 

３ 省略 ３ 省略 

（武力攻撃災害等派遣手当） （武力攻撃災害等派遣手当） 

第２２条の３ 省略 第２２条の３ 省略 

２ 武力攻撃災害等派遣手当の額は、別表第５に掲げる額とする。 ２ 武力攻撃災害等派遣手当の額は、別表第４に掲げる額とする。 

３ 省略 ３ 省略 

（新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当） （新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当） 
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第２２条の４ 省略 第２２条の４ 省略 

２ 新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当の額は、別表第５に掲げ

る額とする。 

２ 新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当の額は、別表第４に掲げ

る額とする。 

３ 省略 ３ 省略 

別表第３（第４条第３項）  

 １ 行政職給料表級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 定型的な業務を行う主事又は技師の職務 

２級 高度の知識又は経験を必要とする主事又は技師の職務 

３級 主任の職務 

４級 副主査の職務 

５級 係長の職務 

６級 副課長の職務 

７級 １ 次長の職務 

２ 課長の職務 

８級 部長の職務 

 ２ 医療職給料表級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 医師の職務 

２級 高度の知識及び経験に基づき医療業務を行う医師の職務 

３級 診療所の所長の職務 
 

 

別表第４ 省略 別表第３ 省略 

別表第５ 省略 別表第４ 省略 

  

第２条による改正 君津市任期付職員の採用等に関する条例  
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（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関

する法律（平成１４年法律第４８号。以下「法」という。）第３条

第１項及び第２項、第４条、第５条、第６条第２項並びに第７条第

１項及び第２項、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第 

 ２４条第５項並びに地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

第３８条第４項の規定に基づき、職員の任期を定めた採用及び任期

を定めて採用された職員の給与の特例について必要な事項を定める

ものとする。 

第１条 この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関

する法律（平成１４年法律第４８号。以下「法」という。）第３条

第１項及び第２項、第４条、第５条、第６条第２項並びに第７条第

１項及び第２項、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第 

 ２４条第６項並びに地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

第３８条第４項の規定に基づき、職員の任期を定めた採用及び任期

を定めて採用された職員の給与の特例について必要な事項を定める

ものとする。 

（特定任期付職員の給与の特例） （特定任期付職員の給与の特例） 

第７条 省略 第７条 省略 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、その者の専門的な知識経

験又は識見の度並びにその者が従事する業務の困難及び重要の度に

応じて、次に定めるところにより決定する。 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、特定任期付職員が従事す

る業務に応じて、規則で定める基準に従い決定するものとする。 

                         

(1) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して

業務に従事する場合 １号給 

 

(2) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して

困難な業務に従事する場合 ２号給 

 

(3) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して

特に困難な業務に従事する場合 ３号給 

 

(4) 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用

して特に困難な業務に従事する場合 ４号給 

 

(5) 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用

して特に困難な業務で重要なものに従事する場合 ５号給 

 

(6) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がそ

の知識経験等を活用して特に困難な業務で重要なものに従事する
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場合 ６号給 

(7) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がそ

の知識経験等を活用して特に困難な業務で特に重要なものに従事

する場合 ７号給 

 

  

 

 


